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本稿は、KPMGコンサルティングのCustomerチームとKPMGアドバイザリーホールディングス アドバイザリーライトハウスが
発行する「Customer experience playbook」の第3弾です。

今回は、人生において特に多くの費用がかかる3大支出（住宅資金・教育資金・老後資金）と
それを支える金融サービスに焦点を当てます。

3大支出に関する決断において消費者は迷いや不安を感じるものであり、
品質や価格などの機能的価値だけでなく、安心して意思決定を行うための顧客体験が重要視されることから、
現在から近い将来に求められる顧客体験およびそれを踏まえた企業に求められる変革の姿を考察します。

考察にあたっては消費者アンケートおよびエキスパート（有識者）インタビューと机上調査を組み合わせ、
多角的に分析を行いました。

左記テーマについて、以下2つの観点から考察します。
1. 消費者視点：顧客体験ニーズ
2. 企業視点：企業の対応状況

住宅 教育 老後

人生の3大支出

テーマ

1. 住宅

2. 教育（幼児教育）

3. 老後（介護）

4. 金融（銀行・証券）

顧客体験向上による
関係構築・維持が
求められる

企業視点

品質や価格などの
機能的価値だけでなく、 
顧客体験を重要視する

消費者視点

金融（銀行・証券）
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顧客体験に関するニーズを把握するため、KPMGは消費者
アンケートを実施しました。調査対象は、現在（アンケート
実施時）から数年以内に物件の購入または住宅リフォーム
を「検討している（予定）」、あるいは「実際に物件購入や
リフォームを進めている（建設中・リフォーム中）」と回答した
1,112人です（グラフでは四捨五入しているため、合計値が
100%にならなかったり、表記上の数字に誤差が生じたり
する場合があります）。

住宅は人生において高価格帯の支出であり、重大な意思
決定が必要とされることから、特に顧客体験が求められると
想定される物件購入およびリノベーションを含むリフォーム
について解説します。

日本の住宅業界は中間所得層の割合減少を背景に「ロー
コスト思考」および「ハイエンド思考」で二極化が進展して
います。

在宅勤務の浸透や家族構成の変化、住宅に求める価値観
などが多様化するなかで、それぞれの消費者に合った住環境
や間取りが求められています。さらに、消費者は情報収集から
契約までの一連の流れにおいて、意思決定の質・速度を向上
させることを求めています。背景には共働き世帯の増加に
より時間に制約のある消費者が増えていることなどが考え
られます。

本テーマではこうした消費者の動向を踏まえ、以下について
深掘りしました。

ニーズ1：多様なライフスタイルや価値観に合った情報提供

ニーズ2：情報収集から契約までの一連の流れにおける、
意思決定の質向上と時間短縮

住宅1

顧客体験ニーズ1. 消費者視点

サマリー

Customer experience playbook
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自身のライフスタイルや価値観に基づいて物件やリフォーム
事業者を探したいニーズがある一方で、情報収集に難しさ
を感じている割合が半数にものぼっています。ここで言う情報
とは、従来企業が提供しているような「駅からの徒歩時間」
や「間取りや部屋の広さ」といった単なる条件面ではなく、自分
らしい暮らしを実現する「住まい」を探すための情報という意味
と捉えられます。たとえば、猫と暮らす際に猫が過ごしやすい
環境が整えられた“猫ファーストな家”や、周囲を気にせず
演奏や音楽鑑賞を楽しむための防音性や機材配置を重視した
“音楽を楽しみやすい家”などが挙げられます。ほかにも、
アウトドアや料理、読書といった趣味を中心に据えた間取り

など、住まいは人それぞれの「大切にしたい時間」から形
づくられるものです。

消費者がこのように住まいを趣味や自己表現を楽しむライフ
スタイルの拠点と位置付け、「その住宅でどのような時間を
過ごしたいか」という選択をする際、現在企業が提供している
情報のみでは、消費者は「情報不十分」と感じている可能性
があります。

自身のライフスタイルや価値観に沿う物件／リフォームを
重視する約5割の消費者のうち、6割が情報収集に難しさを
感じています。 【住宅―図表1、2】

多様なライフスタイルや価値観に合った情報提供

ニーズ1

住宅―図表1

物件／リフォーム探しに関する課題・ニーズ

ライフスタイルや価値観に沿う物件／リフォームイメージの情報収集は難しいと感じる

n=579　単一回答
※【住宅ー図表1】で「関心あり」と回答した全体の52%の579人を対象に集計

住宅―図表2

52% 52%48%

58%

13%

45%

31%

11%

関心あり

関心なし

ライフスタイルや価値観に沿う物件／リフォームイメージを探したい

n=1,112　単一回答

あまり当てはまらない

まったく当てはまらない

とても当てはまる

やや当てはまる

住宅1
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物件／リフォームの検討においては、現地や店舗などへの
移動に伴う物理的な負担を軽減しつつ、よりリアルで解像度
の高い検討材料を収集したいというニーズが高まっている
と考えられます。

日常生活と並行して物件／リフォームの検討を進めるのに
負担を感じる消費者は6割近くにのぼり【住宅―図表3】、
テクノロジーを活用した自由度の高い物件やリフォーム後
イメージの確認、理想の間取りのパーソナライズ提案といった
体験への要望が高い結果となりました。 【住宅―図表4】

情報収集から契約までの一連の流れにおける、
意思決定の質向上と時間短縮

ニーズ2

あまり当てはまらない

まったく当てはまらない

とても当てはまる

やや当てはまる

58%

12%

46%

32%

10%

日常生活と並行しながら、物件／リフォーム検討の情報収集から展示場見学、
契約までの一連の流れを進めるのは難しいと感じる

n=1,112　単一回答

住宅―図表3　物件／リフォーム検討における課題・ニーズ

住宅―図表4　物件／リフォーム検討に関して求める顧客体験

n=650　複数回答
※【住宅ー図表3】で「とても当てはまる」、「やや当てはまる」と回答した全体の58%の650人を対象に集計

物件やリフォーム後のイメージを確認できる
（360度パノラマ写真や生成画像など）

理想の間取りがパーソナライズ提案される

人と接触することなく物件見学ができる
（営業担当による案内と同様に情報収集が可能）

日常的な言葉で気軽に物件や
リフォームの相談ができる（チャットボットなど）

いずれも当てはまらない

55%

42%

33%

27%

1%

Customer experience playbook
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さらに、テクノロジーを活用した、立体的で没入感のある
映像空間で物件購入後／リフォーム後の暮らしを具体的に
想像したいというニーズも6割近くにのぼりました。【住宅―
図表5】　

具体的には、間取りや広さのチェック、3D家具を用いた家具
配置のイメージの確認などによって訪問回数を最小限に
したいという声が見られました。 【住宅―図表6】

住宅―図表5　住まい探しにおける課題・ニーズ

立体的な映像で現実に近い没入感・臨場感を感じる空間で、
物件購入後／リフォーム後の暮らしを想像したいと感じる

n=1,112　単一回答

あまり当てはまらない

まったく当てはまらない

とても当てはまる

やや当てはまる

59%

13%

46%

30%

11%

住宅―図表6　物件／リフォームの情報収集から契約において求める顧客体験

n=658　複数回答
※【住宅ー図表5】で「とても当てはまる」、「やや当てはまる」と回答した全体の59%の658人を対象に集計

訪問不要で間取りや広さ、
家具配置のイメージを確認（3D家具など）

VR・メタバース空間で住宅／
リフォーム相談会・イベントに参加

バーチャルで原因診断・記録を行い、
1回の訪問でリフォーム完了

いずれも当てはまらない

68%

47%

32%

2%

住宅1
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ターゲット層に好まれる物件および街の価値向上を含む開発
と、顧客一人ひとりの嗜好や興味関心に合わせた情報提供や
間取りの提案といった個別最適なアプローチが重要です。

顧客に合った住まいの企画・提案品質の向上

企業の対応状況2.

企業の対応1

物件やリフォームの提案を手掛ける国内企業は、VRやMR

（Mixed Reality：複合現実）などのテクノロジーを用いて
立体的で没入感のある映像によって住空間を体験できる
モデルルームを提供しています。

住宅業界では従来の静止画ベースからバーチャル空間での
見学へシフトしていますが、テクノロジーを用いて部屋の
間取りや広さ、家具のレイアウトなどを再現することで、物件
やリフォーム検討者へ今まで以上にリアルかつシームレス
な顧客体験を提供する事ができます。たとえば、オンライン
で商談を行う流れのなかで、バーチャル空間でモデルルーム
を案内する企業もあれば、物理的な空間に顧客の希望に応じた
間取りや家具のレイアウトイメージを投影する、リアルさを追求
した取組みを行う企業もあります。

物件が完成する前の購入検討もあるなかで、顧客に実寸大
に近い間取りや広さを体感してもらうことで、従来の訪問型
モデルルームで得られる以上に、購入意思決定に必要な情報
の提供が可能です。購入前の不安や購入後のイメージ違い
による不満を解消し体感を伴う納得感を醸成することが、
顧客にとって人生最大の支出とも言える物件購入の顧客体験
の向上につながっていきます。

物理空間を超越した暮らしの提案

具体的なシーンでの顧客体験

自宅にて、VR（Virtual Reality：仮想現実）での住まい探しや、
画像生成によるリフォームイメージの可視化など、デジタル
での情報提供や接客・商談の効率化によって、顧客の検討
負荷や時間を削減しつつ、リアルと同等、あるいはそれ以上
の満足度や価値の提供に向けて取り組んでいます。

住まい探しの時短・質向上

企業の対応2

国内の住宅市場は人口減少により縮小が見込まれ、競争は
一段と激しくなると考えられます。一方、リノベーションを含む
リフォーム市場は、住宅ローン金利の上昇や資材・人件費高騰
などを理由とした物件価格の上昇が追い風となり、消費者
ニーズが新築購入から中古購入へとシフトすることで安定
した需要が期待されます。こうした環境のなかで、不動産会社
やハウスメーカーは、物件の価値向上を図りつつ、顧客に
合った住まいの企画・提案品質の向上（企業の対応1）に注力
しています。また、住まい探しの時短・質向上（企業の対応2）
を図り、住宅事業にとどまらず暮らしを支えるシームレスな
サービス提供も重要になります。これらを実現するためには、
事業横断での顧客データやテクノロジーの活用とリアル接点
での価値向上が不可欠です。

企業視点

サマリー

Customer experience playbook
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住宅に関する顧客体験ニーズは、働き方や家族構成、趣味・
価値観の多様化を背景に、「自分らしい暮らしに合った住まい
を実現したい」という志向が強まっている点に特徴があります。
住まいは単なる物件ではなく、日々の過ごし方や大切にしたい
時間を形づくる存在として捉えられ、画一的な条件検索
サービスではなく、ライフスタイルや価値観に沿った情報の
提供が求められています。

一方で、そのような視点で住まいを探したいと考える人ほど、
膨大な情報のなかから自身に合った選択肢を見つけること
に難しさを感じています。特に、「その住まいでどのような
暮らしが実現できるのか」といった体験価値は、従来の物件
情報だけでは把握しづらく、意思決定の障壁となっています。

こうしたニーズに対し、間取りのパーソナライズ提案やテクノ
ロジーを活用したリアルタイムでの理想の暮らしのイメージ
作成といった体験の高度化は、意思決定の質を高めつつ時間
を効率的に使いたいという消費者の期待に応える取組みと
いえます。現時点では一部企業にとどまっているものの、今後
は業界全体への普及が期待されます。

近い将来、住宅の顧客体験は、消費者が望む暮らしを実現
するための条件に合う物件やリフォームを自ら探すのでは
なく、サービスを提供する側が提示された希望や前提を解釈
しながら提案するプロセスへと変化していくと考えられます。
これに対応するにはデジタルを活用して一連のプロセスを
シームレスにつなぐ体験設計が必要となり、今後の住宅市場
における重要な競争軸になっていくでしょう。

総括

住宅1
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顧客体験に関するニーズを把握するため、KPMGは消費者
アンケートを実施しました。調査対象は、小学生未満の子ども
または孫と同居している消費者のうち、「現在（アンケート実施
時）から数年以内に幼児教育を検討している（予定）」、あるい
は「過去3年以内から現在にかけて幼児教育を行っている、
または完了している」と回答した655人です（グラフでは
四捨五入しているため、合計値が100%にならなかったり、
表記上の数字に誤差が生じたりする場合があります）。

教育業界において特に顧客体験が求められると想定される
自己学習および非義務教育機関の教育のなかでも、消費者に
とって企業と長い接点となる幼児教育について解説します。

幼児教育業界においては、共働き世帯の増加といった社会
構造の変化に加え、将来の学習基盤の形成や身体的・社会的

発達への配慮など、教育に求められる役割が一層多様化して
います。こうした背景を踏まえ、特に子ども一人ひとりに配慮
する「個別最適化された教育」の在り方に焦点を当て、その
顧客体験について考察します。

保護者は、子どもの成長の可視化と迅速なフィードバック、
特性に合わせた個別最適なかかわり、そして子どもの様子
を確認できる安心感を重視しています。データやテクノロ
ジーを活用することによる教育の効率性や質の向上に期待
しつつも、指導者が子どもと深く向き合う時間の創出が重要
な価値となっています。

本テーマでは上記消費者の動向を踏まえ、以下について
深掘りしました。

ニーズ1：子どもの成長を踏まえて、個別最適化された教育

ニーズ2：安心・安全な学習環境

教育（幼児教育）2

顧客体験ニーズ1. 消費者視点

サマリー

Customer experience playbook
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エキスパートインタビューの結果からも、保護者はプログラム
の内容に加え、子どもがどのように成長しているのか、また
今後どのような成長が期待できるのかについてのフィード
バックを求めていることが明らかになりました。特に、知的
能力や学習習慣の基礎を育成することを目的とした学習系

サービスにおいては、日々の速報的なフィードバックと定期的
な報告を組み合わせることへの期待が高く、デジタル化の
進展は、この「リフレクション（振返り）」の短期化と、フィード
バックの即時性向上をさらに加速させていると考えられ
ます。

子どもが成長していると感じているか否かにかかわらず日頃の子どもの成長を把握したい層は、
約7割を占めています。 【幼児教育―図表2】

家庭での時間が限られる保護者は、客観性が高く即時性の
あるデータの活用を通じて子どもの特性や成長を的確に把握
することを求めています。一方で、データ活用のみでは十分
とは言えず、最終的な教育の質は、教育現場における個別
的なかかわりによって担保されるものと認識されています。

そのため保護者は、データによる理解と、指導者という「人」
による丁寧な個別指導が連動し、子どもの発達段階や特性に
応じた最適な学びが提供されることを強く期待しています。

幼児教育を通じた子どもの成長に疑問を感じている層は
半数にのぼりました。 【幼児教育―図表1】

子どもの成長を踏まえて個別最適化された教育

ニーズ1

あまり当てはまらない

まったく当てはまらない

とても当てはまる

やや当てはまる

50%

10%

40%42%

8%

幼児教育を通じて子どもが
成長しているか／するか疑問を感じる

n=655　単一回答

幼児教育―図表1　子どもの成長に関する意向

関心あり

関心なし

72%

72%

28%

日頃の子どもの成長を把握したい

n=655　単一回答
※子どもの成長について「日次、あるいは定期で把握したい」、「日次かつ定期でも把握したい」と回答した消費者を「関心あり」として集計

幼児教育―図表2　幼児教育における子どもの成長把握に関するニーズ

教育（幼児教育）2
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幼児教育そのものへの期待としては、保護者の約8割が、
子ども一人ひとりの発達段階や特性に応じた教育に期待して
います。 【幼児教育―図表3】

特に、高度な技術を活用したAI（人工知能）のみでの教育
や、人による指導のみに完結する教育よりも、デジタルを軸

にデータを活用しつつ、最終的には指導者が子どもと向き
合い、丁寧に指導する教育の在り方を支持する声が多く
見られました。この点からは、テクノロジーと人の関与が融合
した教育体験が、保護者にとって理想的な顧客体験として
捉えられていることがわかります。 【幼児教育―図表4】 

あまり当てはまらない

まったく当てはまらない

とても当てはまる

やや当てはまる

子ども一人ひとりの発達・特性に合わせた教育は必要と感じる

n=655　単一回答

消費者が期待する個別最適化教育の在り方

幼児教育―図表3　教育の個別最適化に関するニーズ

幼児教育―図表4　教育の個別最適化において求める顧客体験

n=655　複数回答

完全にAIが教育
（練習問題やテストの回答に基づく個別の問題生成など）

テクノロジーと人のハイブリッド
（データを活用し、最終的には人が指導）

完全に人が教育

いずれも当てはまらない

42%

70%

34%

0%

83%

35%

48%

15%

3%
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保護者は、学習の進捗状況やテストの結果だけでなく、子ども
がどのような環境で学んでいるかも重視しています。子ども
の表情や周囲とのかかわりを通じて、指導者との関係性に
問題がないか、子ども同士でいじめなどが存在せず、安心・
安全な学習環境が保たれているかを把握したいのだと考え
られます。そのため、テクノロジーを活用した見守りや可視化を

一定程度受け入れる姿勢はあるものの、それ以上に保護者
自身や指導者といった「人」が直接子どもを見守っていると
いう実感が、最も大きな安心材料となっています。

子どもが安心・安全な環境で学習し、過ごせているのかに
ついて、不安を感じている層が7割近くにのぼりました。【幼児
教育―図表5】

子どもの学習状況や教室での様子に関して、連絡ツールなど
を用いた指導者からのこまめな報告や、教室の見学、教室
内の様子の画像などを通じて、教室全体や子どもの表情を
確認できる仕組みが支持されています。

一方で、子どもの顔を映さない形（例：手元のみをカメラで
映し、問題を解く様子を確認できる）については、関心を示す
保護者は2割にとどまりました。 【幼児教育―図表6】

安心・安全な学習環境

ニーズ2

幼児教育―図表6　子どもの学習環境において求める顧客体験

n=449　複数回答
※【幼児教育ー図表5】で「とても当てはまる」、「やや当てはまる」と回答した 全体の69%の449人を対象に集計

連絡ツールで学習の様子に関する
報告を受け取りたい

学習の様子を教室で見学したい

カメラや写真で教室全体と
子どもの様子を確認したい

子どもの手元のみカメラで映し、
問題を解く様子を確認したい

いずれも当てはまらない

53%

51%

46%

21%

0%

あまり当てはまらない

まったく当てはまらない

とても当てはまる

やや当てはまる

子どもが安心安全な環境で
学習／過ごしているか不安を感じる

n=655　単一回答

幼児教育―図表5　子どもの学習環境に関するニーズ

69%

19%

50%

27%

5%
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具体的なシーンでの顧客体験

幼児教育サービスを手掛ける国内企業は、子ども一人ひとり
の発達状況や日々の行動をデジタルで記録・蓄積し、AIに
よる分析を通じてより精度の高い指導につなげる取組みを
行っています。

具体的には、指導者が日々の観察記録や報告・コメントを
タブレット端末に入力するほか、生成AIを搭載したデバイス
を用いて子どもが自由に会話や遊びを行うなかで得られる
情報を活用しています。こうしたデータは身体面・言語面や
社会性といった複数の観点から整理・蓄積され、デジタル上
で一元的に管理されます。その結果、成長過程を時系列で
把握しやすくなるとともに、指導者間での情報共有も円滑
に行えるようになっています。

蓄積されたデータはAIによって分析され、発達の傾向や変化の
兆し、つまずきの可能性が可視化されます。これにより、子ども
一人ひとりの年齢や発達段階、興味関心に応じたかかわり方
や活動内容が示唆され、指導に活かされていきます。また、
子どもとの日常的な対話や遊びのなかで得られる発話内容
や感情の変化も分析の対象とすることで、言葉の発達や
主体性の芽生えといった定性的な成長も捉えやすくなって
います。

こうした分析結果は、レポートやフィードバックとして保護
者に共有され、成長の理解や安心感につながるとともに、
家庭と教育現場が共通の視点で子どもを支える基盤となって
います。テクノロジーを活用しながらも、人による判断や
かかわりを中心に据えることで、子ども一人ひとりの成長を
立体的に捉え、継続的に支援していく教育モデルが構築され
つつあります。

データ活用により個別最適化された教育

企業の対応状況2. 企業視点

教育サービス企業は、保護者が求める「成長の可視化」や
「即時性の高いフィードバック」に応えるべく、テクノロジー

と人を組み合わせた顧客体験の高度化を進めています。
デジタル教材やタブレット学習を通じて日々の学習データを
蓄積・活用することで、つまずきの早期把握や客観的な成長
理解を可能にすると同時に、教室運営に伴う事務作業や
学習管理のデジタル化を進め、指導者が子ども一人ひとりに
向き合うための環境整備を支えています。

こうして創出された時間や余力を活用し、指導者が学習
データに基づいた個別最適化指導を強化するとともに、
子どもの主体的な学びを促しつつ、発達段階に応じた継続
的な学習選択肢を提供することで、短期的な理解定着から
長期的な成長支援までを一貫して実現する教育モデルが
形成されつつあります。

テクノロジーと人の連動で実現する
教育の個別最適化

企業の対応

少子化や共働き世帯の増加を背景に、家庭での時間が限られる
なかでも子どもの成長を確実に支えたいという保護者の
ニーズは高まっています。こうした状況を受け、教育サービス
企業はサービス形態を多様化し、テクノロジーと人の連動
で実現する教育の個別最適化（企業の対応）に取り組んで
います。テクノロジーを活用して子どもの成長を可視化しつつ、
指導者がデータを読み解きながら子ども一人ひとりと向き
合い指導内容を考える仕組みを整備しています。

サマリー
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幼児教育における顧客体験ニーズは、保護者が「子どもの
成長を深く理解したい」「一人ひとりに合ったかかわり方を
してほしい」「安心して預けられる環境を確保したい」と考えて
いる点に集約されます。共働き世帯の増加などにより家庭
で子どもの様子を十分に把握することが難しくなるなかで、
教育サービスに対する成長の可視化と迅速なフィードバック
への期待が一層高まっています。

近年は、ICT（情報通信技術）やAIの活用が進み、子どもの
行動や学習データを基に、成長の兆しや注意すべき変化を
捉え、即時に保護者へ伝える仕組みへのニーズが広がって
います。こうしたテクノロジーは、成長理解のスピードや客観
性を高め、振返りの質を高める顧客体験価値として評価され
つつあります。一方で、保護者は教育に関する取組みをすべて
デジタル化したいわけではなく、データを活用しながらも
最終的な判断やかかわりは指導者が担うことを強く求めて
います。

また、安心・安全な環境の整備も重要な顧客体験ニーズです
が、この領域は企業側では「当然提供されるべき」と認識
されているものであり、成長可視化や個別最適化と比べると、
現時点では取組みが限定的であると考えられます。今後は、
テクノロジーを活用した行動の可視化や見守りを通じて、
子ども同士の関係性やトラブルの兆候を早期に捉える仕組み
への期待がさらに高まると予想されます。そのうえで最終的
な安心感につながるのは、指導者が子ども一人ひとりを直接
見守っているという実感であり、保護者に安心感を与える
取組みも大切になってくるでしょう。

このように、幼児教育における顧客体験は、テクノロジーに
よる客観的な理解と、指導者という「人」による深い関与が
補完し合うハイブリッドな体験へと進化していくと考えられ
ます。今後は、テクノロジーによって生まれた余力を、子ども
一人ひとりと丁寧に向き合う時間へと還元できるかどうか
が、保護者から選ばれる教育サービスの重要な判断基準に
なっていくでしょう。

総括

教育（幼児教育）2
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顧客体験に関するニーズを把握するため、KPMGは消費者
アンケートを実施しました。調査対象は、「現在（アンケート
実施時）親族の介護を担っている」、または「数年以内に担う
可能性がある」、あるいは「介護を受けている」、もしくは「数年
以内に介護を受ける可能性がある」消費者のうち、「現在

（アンケート実施時）から数年以内に居住系介護サービスの
利用を検討している（予定）」と回答した819人です（グラフでは
四捨五入しているため、合計値が100%にならなかったり、
表記上の数字に誤差が生じたりする場合があります）。

高齢者ビジネスは医療・生活サポート・介護などが存在
しますが、本テーマでは初期の費用負担が大きい場合が
多いため一度選択すると切替えが難しく、消費者にとっての
意思決定の難易度が高い「介護」について解説します。

日本の介護業界では、施設の二分化が進んでいます。1つは
高齢化の進行に伴う介護需要の拡大と人材不足を背景と
して効率化を図り価格を抑える「低価格化」施設、もう一方は
中間層の縮小や高齢者一人ひとりの生活スタイル・価値観
の多様化が進んでいることなどを受けて付加価値サービス
によって差別化を図る「高級化」施設です。

もっとも、実際には明確な線引きがあるわけではなく、価格帯
ごとに緩やかなグラデーションが存在しており、入居の意思
決定は、被介護者本人と家族双方の要望や制約のなかで、
どこで折り合いをつけるかという検討の積み重ねによって
左右されるケースが少なくありません。

本テーマでは、介護サービスに対してより高い質や付加価値
を求める、いわゆる「高級志向」の消費者に焦点を当て、その
意識や行動の変化を考察します。

介護施設選びは、被介護者の生活や価値観に直結するだけ
でなく、その家族の人生や将来設計にも深くかかわる重要
な意思決定であり、精神的・金銭的な負担を伴いやすいプロ
セスです。身体状況への配慮はもちろん、感情面やこれまで
の暮らし方を尊重する姿勢が求められる一方で、比較検討
の難しさ、本人と家族の意向のズレなどにより、判断は複雑
化しがちです。とりわけ、意思決定を担う被介護者の子ども

世代は共働きのケースが多く、限られた時間のなかで効率
的に情報を収集し、判断したい要望も高まっています。

こうした背景を踏まえると、介護サービスには単なる施設情報
の提供にとどまらず、被介護者本人や家族の不安・迷いに
寄り添いながら、安心して意思決定や合意形成が行える顧客
体験の設計が求められているといえるでしょう。さらに、施設
入居後は身体的なケアだけでなく感情面にも配慮した「寄り
添い」の質が重視されるようになっており、テクノロジーを
活用しながら介護スタッフが入居者に向き合う時間を確保
するとともに、かかわりの質を高める取組みへの期待も
高まりつつあります。

本テーマでは上記消費者の動向を踏まえ、以下について
深掘りしました。

ニーズ1：介護施設選びの情報収集から比較・見学までに
おける被介護者・家族の要望に応えながらの所要
時間短縮

ニーズ2：被介護者の健康状態や感情、状況に寄り添った
ケアや環境の整備

老後（介護）3

顧客体験ニーズ1. 消費者視点

サマリー
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介護施設選びでは、情報収集や施設の比較に負担を感じる
消費者が多く、施設見学にかかる手間の大きさや、介護に
関する知識不足、情報の探し方が分からないといった悩み
を抱える傾向にあります。また何を基準に施設を選べばよい
のか判断しづらく、準備段階から不安や迷いが生じやすい
点も、施設検討者にとって大きなストレスと考えられます。

さらに、被介護者が「住み慣れた自宅で暮らし続けたい」「まだ
介護が必要ではない」「家族に見捨てられるのではないか」
といった不安や抵抗感から、施設入居を拒否するケースも
少なくないため、意思決定は一層複雑化しています。

こうした背景から、被介護者と家族それぞれの要望や不安
を踏まえた施設レコメンドなど、第三者によるサポートへの
需要が高まっており、短時間でも安心して合意形成ができる
介護施設選びの仕組みが求められています。

アンケートによると、被介護者やその家族の要望に沿う介護
施設の情報収集・施設の絞込みに難しさを感じる層は8割
弱となりました。 【介護―図表1】
具体的には、オンラインでの見学体験と要望に基づいた
施設のレコメンドといった利便性向上と納得感のある意思
決定支援が求められています。 【介護―図表2】

介護施設選びの情報収集から比較・見学までにおける
被介護者・家族の要望に応えながらの所要時間短縮

ニーズ1

介護―図表2　介護施設選びに関して求める顧客体験

n=643　複数回答　※【介護ー図表1】で「とても当てはまる」、「やや当てはまる」と回答した全体の79%の643人を対象に集計

場所・時間を問わず、介護施設内を見学できる
（例：360度パノラマ、AR（拡張現実）／VR空間での見学）

被介護者と家族の要望に基づく施設が
レコメンドされる

テクノロジーを用いて被介護者目線で
ケアを疑似体験できる

いずれも当てはまらない

55%

52%

34%

5%

被介護者やその家族の要望に沿う
介護施設の情報収集・施設絞込みに
難しさを感じる

n=819　単一回答

介護―図表1　介護施設選びに関する課題・ニーズ

あまり当てはまらない

まったく当てはまらない

とても当てはまる

やや当てはまる

79%

23%

56%

17%

5%

エキスパートインタビューによると、情報収集の難しさは
介護施設が提供する情報量のバラつきに起因します。施設
ごとの違いや実際の生活の様子は外から見えにくく、被介護者
や家族だけで十分な情報を集め、比較・判断することには
限界があるため、施設内の雰囲気を手軽に把握できるオン
ライン施設見学に対する要望があったと考えられます。

また、介護施設選びにおいて被介護者がより高いクオリティ
を求めても、家族が資金面で要望に沿えない可能性があり、
被介護者と家族の間での意向のズレを解消し、両者が納得
できる意思決定をサポートするための施設レコメンドが
求められます。

老後（介護）3
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しかし、人が担うべき寄り添いを十分に確保するためには、
記録や見守り、事務などの周辺業務をテクノロジーで効率化
し、限られた人材を本来のケア業務に集中させることが

不可欠です。人材不足の補完を図る手段として、テクノロ
ジーの積極的な活用を受け入れる消費者については8割強
と高い水準にあります。 【介護―図表4】

被介護者の健康状態に加え、感情にも配慮したケアへの期待
は高く、より質の高い「寄り添い」を重視する傾向は強まって
いるといえるでしょう。心のケアを促すサービスに加え、AIを
活用した個別性の高いケア提案、さらにはロボットによる業務
支援を通じたサービス品質の安定化など、テクノロジーを
取り入れた取組みも進んでいます。単なる効率化にとどまらず、
人ならではのかかわりをより丁寧に提供するための手段として、

テクノロジーと人の役割を掛け合わせた「人が寄り添う環境
づくり」が、介護現場において求められていると考えられます。

アンケートによると、介護施設の費用負担が増加したとしても、
被介護者の健康状態だけでなく、感情や置かれている状況
にまで寄り添ったケアやサービスを提供してほしいと感じる
人は、8割強にのぼりました。 【介護―図表3】

被介護者の健康状態や感情、状況に寄り添ったケアや環境の整備

ニーズ2

介護施設の費用が上がったとしても、
被介護者の健康状態だけでなく、
感情や状況に寄り添ってケアやサービスを
提供してほしいと感じる

n=819　単一回答

介護―図表3　被介護者への寄り添いに関するニーズ

あまり当てはまらない

まったく当てはまらない

とても当てはまる

やや当てはまる

83%

26%

57%

14%

3%

介護人材不足を補完し、サービスを安定化するため、 
積極的にテクノロジーを活用することは
よいことと感じる

n=819　単一回答

介護―図表4　テクノロジー活用による人材補完に関する意向

あまり当てはまらない

まったく当てはまらない

とても当てはまる

やや当てはまる

82%

27%

56%

15%

3%

Customer experience playbook
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具体的なシーンでの顧客体験

高齢者向け施設や介護施設選びを支援する国内企業では、
施設検討者のニーズに合致する施設を提案するレコメンド
やマッチングの取組みが進められています。

老人ホーム・介護施設は、運営主体（公共・民間）に加え、被
介護者の要介護度や経済状況、認知症の有無といった条件
に基づき多様な選択肢があり、そのなかから適した施設を
見つけ出すことは被介護者本人や家族にとって大きな負担
となっています。

また、施設を検討する際には、施設の雰囲気や職員の対応、
そして生活環境を把握するために施設見学を行うのが一般
的ですが、限られた時間での見学だけで、入居後の生活が
被介護者本人に本当にマッチするかを判断することは容易
ではありません。

こうした課題に対し、AIを活用した施設のレコメンドやマッ
チングのサービスが登場しています。これらのサービスでは、
施設検討者が食事の嗜好や趣味、ライフスタイルなど施設
での生活に関するいくつかの質問に回答することで、過去の
成約データや入居者データ、施設情報を学習したAIが、被
介護者本人のパーソナリティと施設データを分析します。
その結果により、被介護者や家族の事情・要望に即した施設
候補を効率的に提示し、入居後のミスマッチの低減を目指して
います。

このような施設検討者と施設をつなぐレコメンドやマッチング
のサービスは、検索条件や判断軸が多岐にわたる介護業界に
おいて、現時点ではまだ限定的な取組みにとどまっています。
施設選びにかかる検討者の負担や、入居後のミスマッチを
いかに減らすかという課題を踏まえると、意思決定を補完し、
選択の質を高める仕組みづくりは、今後の施設探しにおいて
重要なテーマとなるでしょう。

施設・入居予定者データを活用した施設提案

施設選びにおける情報過多や家族間の意向のズレといった
課題に対して、介護サービス企業は病院やケアマネジャーとの
連携を深めています。そのうえで、入居後の施設での暮らしを
具体的にイメージできるような情報や体験入居機会の提供
を行い、意思決定や入居への動機付けにつながる支援を強化
しています。

施設選びの不安払しょくと
動機付けにつながる情報提供

企業の対応状況2. 企業視点

企業の対応1

被介護者が「自分らしい暮らし」を続けられるよう、健康面
への配慮にとどまらず、感情や生活背景にも目を向けた
環境づくりが進められています。具体的には、健康データや
日々の行動データを活用した個別性の高いケア提案に加え、
テクノロジーを活用したレクリエーションやロボットとの
コミュニケーションなど、心のケアを促す体験型サービスの
導入も広がりつつあります。さらに、デジタルによる業務効率
化や負担軽減を通じて介護スタッフが被介護者と向き合う
時間を創出し、テクノロジーと人の力を掛け合わせた、より
深く寄り添うケアの実現が目指されています。

「自分らしい暮らし」の実現に向けた
テクノロジーと人による寄り添いケア

企業の対応2

介護施設選びを取り巻く環境が複雑化するなかで、被介護者
本人と家族が納得して意思決定できるプロセスづくりにおいて
は、施設選びの不安払しょくと動機付けにつながる情報提供

（企業の対応1）が不可欠であり、併せて入居後の生活を
見据えたケアの質の向上が、介護サービス企業にとって重要
となっています。さらに、「自分らしい暮らし」の実現に向けた
テクノロジーと人による寄り添いケア（企業の対応2）を軸
とした新たなケアの在り方が模索されています。

サマリー

老後（介護）3
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介護施設選びは、被介護者本人と家族にとって今後の生活に
かかわる重要な意思決定であるがゆえに、「限られた時間の
なかでも必要な情報を収集し、納得感を持ち施設を決めたい」
というニーズがあります。一方で、施設側が提供する情報が
不足していることや施設の比較の難しさ、本人と家族の意向
のズレが意思決定を複雑にしています。

特に、施設選びは時間の制約があるなかで、ケアマネジャー
への相談、インターネットや口コミによる情報収集、複数施設
の見学を短期間で並行して進める必要があり、その多くを
仕事や家庭を抱える被介護者の子どもが担っています。この
ため今後も「十分に時間をかけて比較する」よりも、効率性
と納得感を両立させながら短期間で選べる顧客体験への
ニーズは続くと考えられます。

入居後の顧客体験については、単なる健康管理にとどまら
ない、気持ちにも寄り添ったケアへの期待が非常に高い点が

特徴です。転倒検知や健康モニタリング、身体的負担の大きい
介助などの分野では、AIやロボット活用に対する前向きな
受容が広がり、安全性確保と介護スタッフ負担軽減への期待
は今後さらに高まっていくでしょう。

一方で、介護のすべてをテクノロジーに委ねたいと考えている
わけではありません。日々の会話や関係性の構築、感情への
配慮といった心のケアは、人が担うべき役割として重視されて
います。今後、介護人材不足が継続的に深刻化するなかでは、
テクノロジーがリスク管理や身体的負荷の高い業務を担い、
人は寄り添いを軸としたケア・体験を提供するという役割
分担が一般化していくと考えられます。その際、人の関与が
感じられる介護体制をどのように設計し、顧客に安心感と
して伝えられるかが、今後の介護分野における顧客体験価値
の中核になっていくでしょう。

総括

老後（介護）3Customer experience playbook
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顧客体験に関するニーズを把握するため、KPMGは消費者
アンケートを実施しました。調査対象は、住宅／教育／老後
における顧客体験ニーズに関する消費者アンケートに回答
した2,586人です（グラフでは四捨五入しているため、合計値
が100%にならなかったり、表記上の数字に誤差が生じたり
する場合があります）。

本テーマでは、3大支出に備えるための資産形成や資金調達
において支えとなる銀行と証券について解説します。

銀行・証券業界では、老後資金への懸念や社会保障の縮小
などの環境変化を背景に、ライフプランに基づいて資産形成や
資金調達をする計画の重要性が広く認識されつつあります。
一方で、将来に向けた資金計画の必要性を理解していながら
も、「十分な前提知識がない」「将来必要となる金額や自らが

準備できる水準を具体的にイメージできない」といった理由
から、資金計画に未着手の消費者が一定数存在しています。
また、すでに取り組んでいるものの「実施しても状況が大きく
変わらない」「他人に相談することへの心理的な抵抗がある」
と感じている消費者も少なくありません。

こうした背景を踏まえ、資金計画に対して一定の興味・関心
を持つ消費者の動向について考察します。

資金計画においては、手軽に情報を取得できることが重視
される一方で、具体的な意思決定を迫られる場面では、
個々の事情を考慮した個別支援へのニーズが高まる傾向
にあります。

本テーマでは上記消費者の動向を踏まえ、以下について
深掘りしました。

ニーズ：手軽さと個別最適化をかけ合わせた情報収集

金融（銀行・証券）4

顧客体験ニーズ1. 消費者視点

サマリー

金融（銀行・証券）4
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手軽さと個別最適化をかけ合わせた情報収集

ニーズ

資金計画について不明点がある場合、金融機関（銀行・証券）であったとしても他人への相談に抵抗があるか

金融―図表1　資金検討における課題・ニーズ

n=2,586　単一回答

20代

30代

40代

50代

60代以上

62%

53%

50%

55%

55%

への心理的抵抗や、相談が借入れを前提に進み金融機関側
が販売したい商品の購入を勧誘されるのではないかという
不信感、また自身の金融リテラシーへの不安から「こんなこと
を聞いてよいのか」と感じてしまう相談行為そのものの心理
的負担や、審査・手続きに対する堅いイメージによって、相談
を開始する段階で高い心理的ハードルが生じていることも
一因でしょう。これら複数の要因が重なり、金融機関への相談
をためらわせていると考えられます。

資金に関する金融機関への相談そのものについては、依然
として一定の心理的抵抗が見られますが、サービスの提供
方法を工夫することで利用ニーズは十分に存在すると考え
られます。

アンケートによると、従来の金融機関における資金相談に
対しては、年代を問わず半数以上の消費者が抵抗感を抱いて
おり、心理的ハードルが高い傾向が見られます。 【金融―図表1】
その背景には、相談者の個人情報や資産状況を開示すること

Customer experience playbook
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具体的には、手軽に情報収集や相談を行うことが可能な
チャットボットや簡単な質問回答を通じた資金計画シミュ
レーションに加え、より個別最適化された情報を求めるニーズ
に応えるコールセンターによる有人対応を併せて提供する
ことが求められています。

資金計画に関して不明点が生じた際の相談の手段として、
チャットボットによる手軽な情報収集・相談が最も高い期待
を集めています。次いで、簡単な質問回答を通じた資金計画
シミュレーションが続いており、これらのサービスは、利便性
とパーソナライズの両立を求めるニーズに合致しています。
コールセンターでの有人対応も3人に1人の割合で求め
られています。 【金融―図表2】

金融―図表2　金融機関における情報収集・相談で求める顧客体験

n=2,586　複数回答

チャットボットでの相談

コールセンターでの有人対応

いずれも当てはまらない

質問回答だけでできる
資金計画シミュレーション

専門家による説明対応
（オンライン会議や対面で銀行員／

ファイナンシャル・プランナーへ相談）

54%

44%

36%

21%

4%

金融（銀行・証券）4
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加えて、これらのニーズは顧客の年代層やライフステージに
よっても明確な違いが見られます。

20代から60代以上の全世代においてチャットボットの利用
意向が高く、幅広い年代でデジタルを起点とした情報収集が
志向されています。20代～50代では、チャットボットに次いで
資金計画シミュレーションへの関心も高い結果となりました。

一方、60代以上になるとチャットボットを上回って資金計画
シミュレーションやコールセンターの利用意向が高くなり、
個別相談への依存度が高まっています。さらにチャットボット・
資金計画シミュレーション・コールセンターの利用意向の
差が小さくなり、複数手段を組み合わせるよりもいずれかの
手段に依存している傾向が見られます。 【金融―図表3】

金融―図表3　金融機関における情報収集・相談で求める顧客体験　年代別

n=2,586　複数回答

コールセンターでの有人対応

専門家による説明対応

いずれも当てはまらないチャットボットでの相談

質問回答だけでできる
資金計画シミュレーション

20代

30代

40代

50代

60代以上

68%

38%

32%

21%

2%

58%

44%

35%

24%

2%

51%

45%

35%

21%

4%

39%

47%

42%

18%

6%

59%

42%

34%

22%

3%
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企業の対応状況2. 企業視点

多様な金融サービスを提供している既存のアプリや問合せ
対応業務に生成AIを組み込むことで、人間らしい自然な対話
が実現し、相談対応や商品提案の高度化が進んでいます。
これにより顧客一人ひとりの悩みや状況に応じた回答、
パーソナライズされた金融商品の提案が可能となっています。
また、メタバース上の仮想店舗やアバターを通じた相談・商談
といった新たなチャネルも広がりつつあり、時間や場所に
とらわれずに、より気軽で納得感のある意思決定を支援する

環境が整いつつあります。こうした取組みを通じて、誰もが
安心して自身に合ったサービスを選択・利用できる、より
高度にパーソナライズされた金融体験の実現が目指されて
います。

デジタルチャネル強化による、
来店・相談の心理的ハードル低減

企業の対応1

デジタルを軸とした金融サービスをあえて対面でも提供する
ことで、デジタルとリアルの両面から顧客体験を高度化し、
顧客接点の再構築を図る取組みも進んでいます。

具体的な施策の1つが、店舗機能の見直しです。特定の手続き
を目的に来店する従来型の銀行支店とは異なり、営業時間
の拡大によって外出のついでに立ち寄れる利便性を重視した
運営へと転換し、口座開設や資産運用相談など、対面での
説明が求められがちな手続きに機能を絞り込んだ「軽量型
店舗」へのシフトが進められています。

加えて、店舗空間の設計においても変化が見られます。「用事
があるときだけ訪れる場所」という従来の銀行像から脱却し、
カフェやコワーキングスペースを併設した、開放的で滞在
しやすい空間づくりが広がっています。銀行らしさを前面に
出さず、生活のなかに自然に溶け込む拠点を志向すること
で心理的ハードルを下げ、来店のきっかけを創出する狙い
があります。こうした空間は単なる取引の場にとどまらず、
用事がなくても立ち寄れる場所と感じさせることで、顧客と
の接点を継続的に生み出す役割を担っています。

また、これらのリアル施策が、デジタルチャネルの代替では
なく補完として位置付けられている点も特徴です。日常的な
取引はデジタルを軸とした総合金融サービスで完結させ
つつ、顧客が1人では解決しづらい重要な意思決定や不安
の解消が求められる場面においては、対面相談やコンサル
ティングを提供します。

このようにデジタルとリアルの接点を意図的に設計し、顧客
の行動データや相談内容を蓄積・分析することで、より高度
なサービス提供へとつなげようとする狙いも見て取れます。

デジタル戦略の後押しとしての店舗の
役割見直しと、生活に溶け込む空間設計

企業の対応2

デジタルとリアルの双方から顧客体験を高度化し、顧客接点
の強化・再構築を図る動きが見られます。その中心には、
デジタルチャネル強化による、来店・相談の心理的ハードル
低減（企業の対応1）と、デジタル戦略の後押しとしての店舗
の役割見直しと、生活に溶け込む空間設計（企業の対応2）
という2つの方向性があります。
銀行の店舗網は、これまでコスト削減や効率性を重視して
きたことや、近年の統廃合の進展によって縮小してきました。
しかし、銀行サービスのデジタル化が成熟段階に入るなか、
金利上昇による資産見直しや資産形成へのニーズの高まり
を背景に、各行はデジタルを軸としてリアル店舗の価値を
問い直し、その役割を再定義する動きを強めています。
デジタル領域では、生成AIを活用した自然な対話による相談
対応や商品提案、さらにはメタバース（仮想的なデジタル
空間）上の仮想店舗を通じて来店前の段階から顧客の不安
や心理的ハードルを軽減し、よりパーソナライズされた金融
体験の提供が進んでいます。一方、リアル店舗については、
デジタルの代替ではなく補完としての重要性が高まって
おり、それに伴う取扱いサービスの見直しや空間設計の工夫
を通じて、重要な意思決定や高度な相談に応える場として
の価値が再定義されつつあります。このように、デジタルと
リアルを意図的につなぐ取組みによって、銀行は顧客との
関係性をより深く、かつ継続的なものへと進化させようと
しています。

サマリー

金融（銀行・証券）4
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資金計画の相談では、年代を問わず多くの人が従来の金融
機関での情報収集や相談に対して抵抗感を抱いており、相談
行動に移る前の段階で立ち止まってしまうケースが少なく
ありません。

こうした背景から、各業界でカスタマーサポートのデジタル化
が進展するのに合わせ、金融分野においてもまずはデジタル
上で情報を整理・比較しながら検討を進めるスタイルが定着
しつつあります。チャットボットや資金計画シミュレーション
を通じて、まずは自身の状況を整理し、全体像や選択肢を把握
したいというニーズは、特に20代～50代を中心に高まって
います。短時間で効率的に検討を進めたいという志向が、
こうしたデジタル手段への期待を後押ししていると言える
でしょう。一方で、年代が上がるにつれてデジタルツールへの
親和性が相対的に低くなることを背景に、人による説明や

対話を通じた確認・納得を求める場面が多くなる傾向も
見受けられます。

資金相談における顧客体験ニーズは、年代ごとに重視される
ポイントに違いはあるものの、決して明確に分断された
ものではありません。検討段階や心理状態に応じて相談手段
をデジタルと人とで行き来する、連続的な体験として捉える
ことが重要だと考えられます。さらにこうした体験は、単なる
相談プロセスのみに限られるものではなく、人々の生活に
自然に溶け込む存在へと再定義されつつあります。

そのため今後は、デジタル対応と人による対応を対立的に
捉えるのではなく、消費者自身が状況や目的に応じて柔軟
に選択できる体験設計がより一層求められていくでしょう。
こうした体験の積み重ねこそが、今後の資金相談における
顧客体験価値の中核を形づくっていくものと考えられます。

総括

具体的なシーンでの顧客体験

デジタルとリアルを組み合わせた顧客接点の再設計が進む
なか、具体的な資金検討の場面においても新たな顧客体験
が生まれつつあります。その例として、人生における重要な
意思決定の1つである「住まい探し」の領域が挙げられます。

人口減少や建築コストの上昇といった環境変化を背景に、
金融機関が住まい探しの早期段階から関与し、これまでの

「住宅ローン相談時のみの接点」から、「住まいづくり全体に
伴走する存在」へと役割を拡張する動きが広がっています。
こうした取組みを通じて、金融機関は顧客接点の強化を
図ろうとしています。

物件購入検討者の視点では、住宅展示場へ足を運ぶための
時間や移動の負担、複数の住宅会社やプランを比較しづらい点
に加え、物件選びと資金計画を別々に進めなければならない
煩雑さなどが、検討プロセスにおける課題として挙げられて

きました。これらの課題に対し、金融機関は時間や場所に
制約されることなく閲覧できるバーチャル住宅展示場を
インターネット上で提供し、モデルハウスの見学から住宅
会社の選定、さらには住宅ローン相談までを一貫して支援
する取組みを進めています。

具体的には、物件購入検討者が写真のようにリアルな360度
パノラマや建物内部をバーチャル空間上で自由に歩き回れる
メタバース展示場を提供しており、生活動線や空間の広がり
を具体的にイメージしながら物件や住宅会社を比較検討
できる点が大きな強みとなっています。加えて、住宅ローン
や住まいづくりに関するさまざまな知識・ノウハウといった
有益な情報も併せて提供することで、住まいの検討から
資金計画、ローン相談までをシームレスに進められる顧客
体験の実現を目指しています。

住まい探しから資金計画まで、1つの場所で完結する新しい住宅検討体験
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調査期間： 2025年8月29日～9月5日

調査主体： KPMGコンサルティング株式会社

調査実施者： 楽天インサイト株式会社

調査対象： ● 住宅：現在（アンケート実施時）から数年以内に物件の購入または住宅リフォームを「検討している（予定）」、
あるいは「実際に物件購入やリフォームを進めている（建設中・リフォーム中）」と回答した1,112人
● 教育：小学生未満の子どもまたは孫と同居している消費者のうち、「現在（アンケート実施時）から数年以内
に幼児教育を検討している（予定）」、あるいは「過去3年以内から現在にかけて幼児教育を行っている、または
完了している」と回答した655人
● 老後：「現在（アンケート実施時）親族の介護を担っている」、または「数年以内に担う可能性がある」、あるいは

「介護を受けている」、もしくは「数年以内に介護を受ける可能性がある」消費者のうち、「現在（アンケート実施時）
から数年以内に居住系介護サービスの利用を検討している（予定）」と回答した819人
● 金融：住宅／教育／老後における顧客体験ニーズに関する消費者アンケートに回答した2,586人

調査方法： インターネット調査

住宅・教育・介護・金融の各テーマに共通して、消費者は単なる商品・サービスの機能や
価格だけでなく、自身や家族の状況に寄り添い、納得感をもって意思決定できる顧客
体験を求めています。

特に、人生における重要な選択ほど、情報収集や比較検討の負担、不安や迷いが大きく、
効率性と個別最適化を両立した支援への期待が高まっています。

一方で、テクノロジーの活用は、利便性の向上や情報の可視化、適切な意思決定を支援
する手段として受け入れられつつあるものの、最終的な安心感や納得感を得るには、
人による理解・判断・寄り添いが不可欠です。

今後の顧客体験は、デジタルによる効率化と、人による深い関与を対立的に捉えるのでは
なく、顧客の状況や検討段階に応じて組み合わせることが重要になります。

企業には、顧客一人ひとりの不安や制約を理解し、意思決定前から利用後までをシーム
レスに支える体験設計が求められるでしょう。

本稿の総括

消費者アンケート概要

実施期間： 2025年6月23日～27日

調査対象： 住宅／教育／老後／金融合わせて5人の業界エキスパート

エキスパートインタビュー概要
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本レポートで記載されている内容は、調査結果に基づくものであり、KPMGが各社の商品やサービスを推奨していると解釈される
べきものではありません。

ここに記載されている情報はあくまで一般的なものであり、特定の個人や組織が置かれている状況に対応するものではありません。
私たちは、的確な情報をタイムリーに提供するよう努めておりますが、情報を受け取られた時点及びそれ以降においての正確さは
保証の限りではありません。何らかの行動を取られる場合は、ここにある情報のみを根拠とせず、プロフェッショナルが特定の状況を
綿密に調査した上で提案する適切なアドバイスをもとにご判断ください。
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